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行政監査の結果に関する報告について

このことについて、地方自治法第１９９条第２項の規定に基づき平成２９年７月から

平成３０年２月までの間に実施した行政監査の結果を、同条第９項の規定により、次のと

おり提出します。
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第１ 監査の概要 

１ 監査のテーマ 

  県の機関における自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の設置及び管理等について 

 

２ 監査の目的 

  自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という。）は、心臓がけいれんし血液を送り

出す機能を失った状態（心室細動）となったときに、電気ショック（除細動）を与え、

正常なリズムに戻すための医療機器であり、平成 16年７月から非医療従事者でも使用

ができるようになった。 

  現在、ＡＥＤは、医療機関をはじめ、学校、公共施設、空港、駅、商業施設など住

民が多く集まる施設に設置されており、一般財団法人日本救急医療財団の「全国ＡＥ

Ｄマップ」によると、平成 30年２月 28日現在で県内に 3,226台が設置されている。

県の機関においてもＡＥＤは庁舎や学校など多くの施設に、平成 16年度から順次設置

されている。 

  一方、ＡＥＤは「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する

法律」に規定する高度管理医療機器及び特定保守管理医療機器に指定されており、適

切な管理が行われなければ、人の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある医

療機器である。このため、機器等の耐用年数を踏まえた適切な更新、日常点検等の管

理を行っていく必要がある。 

  また、ＡＥＤを早期に使用することで救命率や社会復帰率の向上に大きな効果がみ

られることから、県の施設においてＡＥＤの使用が必要な傷病者が発生した場合、速

やかにＡＥＤを使用した心肺蘇生を行える職員を養成しておくことも重要である。 

  このため、ＡＥＤの設置や管理の実態等を把握・検証し、今後の改善に資すること 

 を目的とした。 

 

３ 関係通知等 

  現在、ＡＥＤについては、法律上の設置義務はなく、その設置及び管理等について

は、国の通知や「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライン」に基づいて行われている

が、非医療従事者によるＡＥＤの使用や、ＡＥＤの設置及び管理等に関する通知等の

主なものは、以下のとおりである。 

○ 「非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用について」（平成 16

年７月１日付け厚生労働省医政局長通知。以下「平成 16年厚生労働省通知」という。） 

 ○ 「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について」（平成 21年４

月 16日付け厚生労働省医政局長・医薬食品局長通知。以下「平成 21年厚生労働省

通知」という。） 

 ○ 「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライン」（平成 25年９月 27日公表。一般財

団法人日本救急医療財団作成。以下「ガイドライン」という。） 
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４ 監査対象とした所属数等 

調査項目及び所属数 

 

部局名等 

ＡＥＤを使用した 

心肺蘇生の講習の 

受講状況等 

ＡＥＤの設置状況及び管理等 

所属数 
庁舎管理等を 

所管する所属数 

指定管理者制度導入施設数 

（県営住宅を除く。） 

総合政策部 14 4 2 

総務部 17 13 1 

福祉保健部 34 19 7 

環境森林部 8 2 4 

商工観光労働部 9 4 4 

農政水産部 24 20 2 

県土整備部・３部共管 27 8 9 

会計管理局 2 0 0 

企業局 1 1 1 

病院局 1 0 0 

県立病院 （※）- 3 0 

県議会事務局 1 1 0 

人事委員会事務局 1 0 0 

労働委員会事務局 1 0 0 

監査事務局 1 0 0 

教育庁 19 8 2 

県立学校 50 52 0 

県警本部 （※）- 1 0 

計 210 136 32 

※人事異動の関係等で監査対象年度における状況の把握が困難であったことから、調査対象から除いたもの。 

 

５ 監査の着眼点  
 ⑴  ＡＥＤの設置等に関する方針や基準等はどのようになっているか。  
 ⑵  ＡＥＤ（消耗品を含む）の購入やリース等は計画的に行われているか。  
 ⑶  ＡＥＤの備品登録等の管理や点検等は適切に行われているか。  
 ⑷  ＡＥＤの設置場所の表示や情報提供（位置情報の登録等を含む）は適切に行われ  

ているか。  
 ⑸  ＡＥＤの使用状況はどのようになっているか。  
 ⑹  ＡＥＤの操作方法の習得状況はどのようになっているか。  
 ⑺  ＡＥＤの設置等に関する近隣の庁舎や施設等との連携はどのようになっているか。  
 

６ 監査の実施方法 

⑴ 書面調査 

   全所属に対し「ＡＥＤを使用した心肺蘇生の講習の受講状況及びＡＥＤの使用実

績」を調査するとともに、県有施設等（指定管理者制度導入施設を含む。）を所管

する所属に対し「ＡＥＤの設置及び管理等の状況」について、書面による調査を実

施した。 
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⑵ 実地調査 

住民の利用が多い庁舎、施設及び学校など 14所属を選定し、実地調査を実施した。 

 

⑶ 委員監査 

実地調査を実施した所属の中から、４所属を選定し、監査委員による監査を実施

した。 

 

７ 監査の実施時期 

  平成 29年７月から平成 30年２月まで 
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第２ 監査の結果 

 
１ ＡＥＤの設置状況等について 

⑴ ＡＥＤの設置状況について 

① ＡＥＤの設置及び設置台数 

ＡＥＤが設置されているのは、庁舎の管理等を所管している所属（以下「庁舎管

理者等」という。）105所属（77.2％）、「指定管理者制度導入施設」21施設（65.6％）

であった。 

また、ＡＥＤ設置台数は、「庁舎管理者等」224台、「指定管理者制度導入施設」

36台であった。 

 

表１－１ ＡＥＤの設置及び設置台数 

（単位：所属、施設） 

区分 庁舎管理者等 
指定管理者制度 

導入施設 

設 置 105  77.2% 21  65.6% 

未設置  31  22.8% 11  34.4% 

計 136 100.0% 32 100.0% 

設置台数（平成 29年３月 31日現在） 224台 36台 

※ 設置場所については、「【別表】県の機関における自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の設置状況に 

ついて（23～26ページ）」参照。 

 

② ＡＥＤ未設置の理由 

ＡＥＤ未設置の理由で多かったものは、「庁舎管理者等」では「入居している建物

内に設置されているため」及び「近隣に設置されている施設があるため」が、それ

ぞれ５所属（16.1％）であった。 

また「指定管理者制度導入施設」では、「入居している建物内に設置されているた 

め」、「近隣に設置されている施設があるため」が、それぞれ４施設（36.4％）であ 

った。 

 

表１－２ ＡＥＤ未設置の理由 

（単位：所属、施設） 

区分 庁舎管理者等 
指定管理者制度 

導入施設 

入居している建物内に設置されているため  5  16.1%  4 36.4% 

近隣に設置されている施設があるため  5  16.1%  4 36.4% 

職員数が少ない、来訪者が少ないなど、必要性が低いため  3   9.7%  1   9.1% 

必要性は認識しているが、予算の措置がされていないため  2  6.5%  0 - 

必要性について検討したことがないため  3  9.7%  0 - 

その他 13 41.9%  2  18.1% 

計 31 100.0% 11 100.0% 
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③ ＡＥＤ未設置の場合の必要性 

ＡＥＤの設置が「必要」であると回答したのは、「庁舎管理者等」では 10所属

（32.3％）であった。 

 中には、「鳥インフルエンザ発生時の防疫作業など、突発的に多くの職員等が屋外

で作業する際に、持ち運び用のＡＥＤが必要と思われる」との回答があった。 

 

表１－３ ＡＥＤ未設置の場合の必要性 

     （単位：所属、施設） 

  区分ああ 庁舎管理者等 
指定管理者制度 

導入施設 

必要  10  32.3%  1  9.1% 

不要 21  67.7% 10  90.9% 

計 31 100.0%  11 100.0% 

 

⑵ ＡＥＤの設置基準等について 

ＡＥＤの設置基準等があると回答したのは、「庁舎管理者等」では１所属、「指定管

理者制度導入施設」では２施設であった。 

ＡＥＤの設置基準等がない理由は、「庁舎管理者等」では、「ガイドラインを参考に

設置しているため」が 45所属（33.3 ％）と最も多く、次いで「本庁等が一括して設

置しており、庁舎管理者等としての基準や方針は必要ではないため」が 44所属

（32.6 ％）であった。 

また、「指定管理者制度導入施設」では、「基準や方針等の必要性について検討した

ことがないため」が８施設（26.7％）と最も多く、次いで「本庁等が一括して設置し

ており、庁舎管理者等としての基準や方針は必要ではないため」が５施設（16.7 ％）

であった。 

 

表１－４ ＡＥＤの設置基準等の状況 

（単位：所属、施設） 

区分 庁舎管理者等 
指定管理者制度 

導入施設 

設置基準あり   1  0.7%  2  6.3% 

設置基準なし 135 99.3% 30 93.7% 

計 136 100.0% 32 100.0% 
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表１－５ ＡＥＤの設置基準等がない理由 

（単位：所属、施設） 

区分 庁舎管理者等 
指定管理者制度 

導入施設 

「ガイドライン」を参考に設置しているため  45 33.3%  4 13.3% 

本庁が一括して設置しており、庁舎管理者等としての基準や方針は必要でないため  44 32.6%  5 16.7% 

基準や方針等の必要性について検討したことがないため  26 19.3%  8 26.7% 

その他  18 13.3% 13 43.3% 

不明・記載なし   2  1.5%  0 -  

計 135 100.0% 30 100.0% 
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２ ＡＥＤの調達について 

⑴ ＡＥＤの調達方法について 

  ＡＥＤの調達方法について、「庁舎管理者等」では「購入」に比べ「リース」が 139 

台（62.0％）と多かった。これは、教育委員会において、多くの数量をリースで一括

調達していることが要因となっている。 

また、「指定管理者制度導入施設」でも「リース」が 24台（66.7％）と多かったが、

中でも、指定管理者による「独自調達」が 20台（55.6％）と多かった。 

 

表２－１ ＡＥＤの調達方法 

（単位：台） 

区分 庁舎管理者等 
指定管理者制度 

導入施設 

購入 81 36.2% 12 33.3% 

 
本庁による調達 19 8.5% 4 11.1% 

独自調達 62  27.7% 8 22.2% 

リース 139 62.0% 24 66.7% 

 
本庁による調達 121  54.0% 4 11.1% 

独自調達 18 8.0% 20 55.6% 

寄付 4 1.8% 0  - 

計 224 100.0% 36 100.0% 

 

⑵ ＡＥＤの調達価格（１年当たり）について 

ＡＥＤの調達価格（１年当たり）で比較したとき、最も安価なものは、「庁舎管理者

等」の「リース（本庁による調達）」であった。これは、教育委員会において、多くの

数量を一括調達していることが要因となっている。 

なお、ＡＥＤ本体の耐用年数は、５年又は７年であった。 

 

表２－２ ＡＥＤの調達価格（１年当たり） 

（単位：円） 

区分 
庁舎管理者等 指定管理者制度導入施設 

平均値 最低値 中央値 最高値 平均値 最低値 中央値 最高値 

購入 55,947 18,876 44,625 115,067 40,103 25,766 35,743 102,240 

 
本庁による調達 32,736 18,876 27,930 112,402 48,409 33,943 35,486 102,240 

独自調達 61,723 22,834 49,464 115,067 34,170 25,766 36,000 45,093 

リース 29,959 22,680 24,624 102,312 60,411 14,555 64,680 76,890 

 
本庁による調達 24,360 22,680 24,624 54,432 40,624 14,555 35,526 76,890 

独自調達 60,104 34,992 51,048 102,312 64,368 59,616 64,680 64,680 

※「購入」については、本体及び消耗品（電極パッド及びバッテリ）の耐用年数をもとに算出した。  
中央値：数値を小さい順に並べたとき、中央に位置する値。  
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３ ＡＥＤの管理等について 

⑴ 消耗品（電極パッド及びバッテリ）の表示について1 

「庁舎管理者等」では、消耗品の交換時期を表示したラベルの取り付けについて、

「表示なし」は電極パッドが 33台（14.7％）、バッテリが 46台（20.5％）であった。 

また、「指定管理者制度導入施設」では、36台全てで「表示あり」であった。 

なお、消耗品の耐用年数は、概ね電極パッドが２年、バッテリが４年であった。 
 

表３－１ 消耗品の交換時期の表示 

（単位：台） 

区分 
庁舎管理者等 

指定管理者制度 

導入施設 

電極パッド バッテリ 電極パッド バッテリ 

表示あり 191 85.3% 178 79.5% 36 100.0% 36 100.0% 

 

ＡＥＤの収納ボックスに取り付け 40 17.9% 43 19.2% 8 22.2% 8 22.2% 

ＡＥＤの本体や消耗品に取り付け 145 64.7% 133 59.4% 28 77.8% 26 72.2% 

その他 6 2.7% 2 0.9% 0 -  2 5.6% 

表示なし 33 14.7% 46 20.5% 0 -  0 -  

計 224 100.0% 224 100.0% 36 100.0% 36 100.0% 

 

⑵ 施錠の状況について2 

「庁舎管理者等」では、誰もが取り出し可能な「施錠なし」が 212台（94.6％）と

ほとんどであった。 

一方、「施錠あり」は２台（0.9％）であった。これは、県立病院内に設置されてい

るものであり、常に使用できる人がいる状態であった。 

また、「指定管理者制度導入施設」では全て施錠されていなかった。 
 

表３－２ 施錠の状況 

（単位：台） 

区分 庁舎管理者等 

指定管理者制度 

導入施設 

施錠なし 212 94.6% 33 91.7% 

施錠あり 2 0.9% 0 -  

本体を事務所内のキャビネットや倉庫内で保管している 10 4.5% 3 8.3% 

計 224 100.0% 36 100.0% 

                                                   
1  「平成 21年厚生労働省通知」では、ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等について、表示ラベル
に消耗品の交換時期を記載し、記載内容を外部から容易に確認できるようにＡＥＤ本体又は収納

ケース等に表示ラベルを取り付け、この記載を基に交換を適切に実施するよう求めている。  
2  「ガイドライン」では、ＡＥＤの施設内での配置に当たって考慮すべきことの一つとして、カ
ギをかけない、あるいは常に使用できる人がいるなど「誰もがアクセスできる」ことを挙げてい

る。 
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⑶ 利用可能日時について 

利用可能日時について、最も多かったものは、「通常の開所時間内」であり、「庁舎

管理者等」では 91台（40.6％）、指定管理者制度導入施設では 32台（88.9％）であっ

た。 

 

表３－３ 利用可能日時 

（単位：台） 

区分 庁舎管理者等 
指定管理者制度 

導入施設 

毎日 24時間（※１） 67 29.9% 3 8.3% 

通常の開所時間内 91 40.6% 32 88.9% 

通常の開所時間内と一部の日時（※２） 58 25.9% 1 2.8% 

その他（※３） 8 3.6% 0 -  

計 224 100.0% 36 100.0% 

※１ 交替制職員、宿直職員や警備員が常駐している等 

※２ 部活動時間中の県立学校の一部や、閉所日の一部の時間に警備員が勤務している等 

※３ 持ち運びが可能なもので、イベント時の利用を想定している等 
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４ ＡＥＤの点検等について 

⑴ 点検担当者の配置状況について3 

ＡＥＤに係る点検担当者について「配置あり」は、「庁舎管理者等」では 69所属

（65.7％）、「指定管理者制度導入施設」では 15施設（71.4％）であった。 

このうち「担当者のＡＥＤに関する研修の受講あり」は、「庁舎管理者等」では 55

所属（52.4％）、「指定管理者制度導入施設」では 14施設（66.7％）であった。 

点検担当者が「配置なし」は、「庁舎管理者等」では 34所属（32.4％）、「指定管理

者制度導入施設」では６施設（28.6％）であった。この理由は、「庁舎管理者等」では

「配置の必要性について認識していなかったため」が 14所属と最も多かった。 

 

表４－１ 点検担当者の配置状況 

（単位：所属、施設） 

区分 庁舎管理者等 

指定管理者制度 

導入施設 

配置あり 69 65.7% 15 71.4% 

 担当者のＡＥＤに関する講習の受講あり 55 52.4% 14 66.7% 

担当者のＡＥＤに関する講習の受講なし 14 13.3% 1 4.7% 

配置なし 34 32.4% 6 28.6% 

警備業務委託の一環で実施 2 1.9% 0 -  

計 105 100.0% 21 100.0% 

 

⑵ 日常点検の実施状況について 

① 点検の実施及び実施頻度等 

   点検の実施の有無について、「点検あり」は、「庁舎管理者等」では 82所属（78.1％）、

「指定管理者制度導入施設」では 19施設（90.5％）であった。 

   点検が一日一回（日常点検）実施されているものは、「庁舎管理者等」では 22所

属（21.0％）、「指定管理者制度導入施設」では９施設（42.9％）であった。 

   「点検なし」は、「庁舎管理者等」では 23所属（21.9％）、「指定管理者制度導入

施設」では２施設（9.5％）であった。この理由は、「庁舎管理者等」では「点検の

必要性について認識していなかったため」が 10所属（43.5％）と最も多かった。 

 

 

 

 

 

                                                   
3  「平成 21年厚生労働省通知」では、ＡＥＤの設置者が行うべき事項等について、設置したＡＥ
Ｄの日常点検等を実施する者として「点検担当者」を配置し、日常点検を実施させるよう求めて

いる。また、点検担当者について、特段の資格は必要とはしないが、ＡＥＤの使用に関する講習

を受講した者であることが望ましいとしている。  
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表４－２ 点検の実施状況及び実施頻度 

（単位：所属、施設） 

区分 庁舎管理者等 
指定管理者制度 

導入施設 

点検あり 82 78.1% 19 90.5% 

 

一日一回（日常点検） 22 21.0% 9 42.9% 

数日～週に一回 10 9.5% 3 14.3% 

月に一回 21 20.0% 4 19.0% 

年に一回 4 3.8% 0 -  

不定期 25 23.8% 3 14.3% 

点検なし 23 21.9% 2 9.5% 

計 105 100.0% 21 100.0% 

 

表４－３ 「点検なし」の理由 

（単位：所属、施設） 

区分 庁舎管理者等 
指定管理者制度 

導入施設 

点検の必要性について認識していなかったため 10 43.5% 0 -  

設置者から日常点検についての指示がないため 3 13.0% 1 50.0% 

点検の方法が分からないため 1 4.4% 0 -  

保守委託による点検で十分であると認識しているため 5 21.7% 0 -  

その他 4 17.4% 1 50.0% 

計 23 100.0% 2 100.0% 

 

② 点検結果の記録状況4 

   点検結果について「記録あり」は、「庁舎管理者等」では 29所属（27.6％）、「指

定管理者制度導入施設」では７施設（33.3％）であった。 

   「庁舎管理者等」の中には、業務日誌にＡＥＤの点検記録の項目を設けている所

属があった。 

   点検結果の「記録なし」の理由について、最も多かったのは「記録の必要性につ

いて認識していなかったため」であり、「庁舎管理者等」では 42所属（55.3%）、「指

定管理者制度導入施設」では６施設（42.9%）であった。 

 

 

 

                                                   
4  「平成 21年厚生労働省通知」では、点検担当者の役割等の一つとして、ＡＥＤ本体のインジケ
ータのランプの色や表示により、ＡＥＤが正常に使用可能な状態を示していることを日常的に確

認し、記録することを求めている。  



- 13 - 
 

表４－４ 点検結果の記録状況 

（単位：所属、施設） 

区分 庁舎管理者等 
指定管理者制度 

導入施設 

記録あり 29 27.6% 7 33.3% 

記録なし 76 72.4% 14 66.7% 

計 105 100.0% 21 100.0% 

 

表４－５ 点検結果の「記録なし」の理由 

（単位：所属、施設） 

区分 庁舎管理者等 

指定管理者制度 

導入施設 

記録の必要性について認識していなかったため 42 55.3% 6 42.9% 

設置者から記録についての指示がないため 15 19.7% 1 7.1% 

記録の方法が分からないため 1 1.3% 1 7.1% 

その他 18 23.7% 6 42.9% 

計 76 100.0% 14 100.0% 
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５ ＡＥＤの設置に係る情報提供について 

⑴ ＡＥＤ設置施設の表示について  
ＡＥＤ設置施設の「表示あり」は、「庁舎管理者等」では 97所属（92.4％）、「指定

管理者制度導入施設」では 21施設全てであった。 

また、「庁舎管理者等」で「表示なし」のものは、船舶など特定の者しか使用しない

施設であった。 

なお、「指定管理者制度導入施設」の中には、表示がなされているが、一見してＡＥ

Ｄの配置場所が分かりくにい施設があった。 

 

表５－１ ＡＥＤ設置施設の表示状況 

（単位：所属、施設） 

区分 庁舎管理者等 

指定管理者制度 

導入施設 

表示あり 97 92.4% 21 100.0% 

表示なし 8 7.6% 0 - 

計 105 100.0% 21 100.0% 

 

⑵ 「一般財団法人日本救急医療財団」への登録・公開状況について5 
「一般財団法人日本救急医療財団」への登録・公開状況について、最も多かったも

のは「登録し公開している」であり、「庁舎管理者等」では 69所属（65.7％）、「指定

管理者制度導入施設」では 14施設（66.7％）であった。 

中には、登録・公開されている情報を数年にわたり更新していないものや、重複し

て登録しているものがあった。 

また、「一般財団法人日本救急医療財団」へ登録・公開していない理由は、「庁舎管

理者等」では「登録・公開の必要性について認識していなかったため」が５所属（38.4％）

と最も多かった。 

 

表５－２ 「一般財団法人日本救急医療財団」への登録・公開状況 

（単位：所属、施設） 

区分 庁舎管理者等 

指定管理者制度 

導入施設 

登録し公開している 69 65.7% 14 66.7% 

登録しているが非公開としている 0 - 1 4.7% 

登録していない 13 12.4% 3 14.3% 

不明 23 21.9% 3 14.3% 

計 105 100.0% 21 100.0% 

 

                                                   
5  「平成 21年厚生労働省通知」では、ＡＥＤの設置者が行うべき事項等の一つとして、ＡＥＤの

設置場所についての情報を共有し、いざという時の救命の効果を高めるため、また、ＡＥＤに重大

な不具合が発見され、回収等がなされる場合に設置者等が製造販売業者から迅速・確実に情報が得

られるようにするため、「一般財団法人日本救急医療財団」へＡＥＤの設置情報登録を行うよう呼

びかけている。 
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表５－３ 「一般財団法人日本救急医療財団」へ登録・公開していない理由 

（単位：所属、施設） 

区分 庁舎管理者等 

指定管理者制度 

導入施設 

登録・公開の必要性について認識していなかったため 5 38.4% 2 50.0% 

常時、誰でも利用できる場所に設置されていないため 3 23.1% 0 -  

登録・公開手続きを失念していたため 1 7.7% 0 -  

設置者が登録・公開をしていないためまたはその指示がないため 1 7.7% 0 -  

その他・不明 3 23.1% 2 50.0% 

計 13 100.0% 4 100.0% 

 

⑶ ホームページへの掲載状況について 

ＡＥＤの設置情報のホームページへの掲載について、「掲載あり」は、「庁舎管理者

等」では 11所属（10.5％）、「指定管理者制度導入施設」では２施設（9.5％）であっ

た。 

「庁舎管理者等」の中には、ＡＥＤの設置場所に加え、近隣で一刻を争う緊急の場

合は貸し出す旨を掲載している所属があった。 

 

表５－４ ホームページへの掲載状況 

（単位：所属、施設） 

区分 庁舎管理者等 

指定管理者制度 

導入施設 

掲載あり 11 10.5% 2 9.5% 

掲載なし 94 89.5% 19 90.5% 

計 105 100.0% 21 100.0% 
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６ ＡＥＤを使用した心肺蘇生の講習等について 

⑴ ＡＥＤを使用した心肺蘇生の講習の受講状況について6 

ＡＥＤを使用した心肺蘇生の講習の受講状況について、受講の経験がある職員の割

合は、全体で 79.2％、うち２年以内では、41.8％であった。 

知事部局等に限ってみると、うち２年以内の受講率は 22.1％であったが、県立学校

においては、80.9％と高い割合であった。 

また、防災・防火訓練だけではなく、新規採用職員研修においても実施されている

ほか、消防団やＰＴＡなどの地域活動等を通じて受講している職員もいた。 

平成 28年度中に職場を通じて講習を受講した職員の割合は、全体で 35.6％であっ

た。県立学校においては 70.2％の職員が受講しており、中には、生徒の一部を含めた

講習を実施している学校もあった。 

なお、実地調査の対象とした「指定管理者制度導入施設」においては、平成 28年度

中に、全ての職員が講習を受講していたほか、応急手当普及員など講師を務めること

ができる資格を取得している職員もいた。 

 

表６－１ ＡＥＤを使用した心肺蘇生の講習の受講率（※１） 

区分 

平成 29年４月１日現在 

平成 28年度中の 

受講率 

受講率  

 
うち２年以内の 

受講率 

知事部局等（※２） 71.9% 22.1% 9.3% 

教育庁 82.6% 44.4% 23.1% 

県立学校 90.5% 80.9% 70.2% 

県警本部 75.7% 21.5% （※３）-  

計 79.2% 41.8% 35.6% 

※１ 受講率は、報告のあった受講者数を職員数で除したもの。 

県立病院を除く。平成 28年度は県立病院と県警本部を除く。 

※２ 企業局、病院局経営管理課、各種委員会事務局を含む。 

※３ 県警本部においては、警察学校や教養課、各警察署主催で実施しているが、人事異動の 

関係で監査対象年度における状況の把握が困難であったことから、調査対象から除いたもの。  

 

 

 

                                                   
6  「平成 16年厚生労働省通知」では、一般市民を対象とした講習について、概ね２年の間隔で定
期的な再講習が望ましいとされている。 

また「ガイドライン」では、ＡＥＤ設置施設関係者について、より高い頻度でＡＥＤを用いた

救命処置を必要とする現場に遭遇する可能性があるため、日ごろから施設内の最寄りのＡＥＤ設

置場所を把握しておくとともに、ＡＥＤを含む心肺蘇生の訓練を定期的に受けておく必要がある

こと、合わせて、突然の心停止が発生した際の傷病者への対応を想定した訓練を行うことが望ま

れるとされている。 
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⑵  ＡＥＤを使用した心肺蘇生の講習実施状況について  
平 成 28年 度 中 に 講習を実施または職員を受講させた所属は、210所属中、154所

属（73.3％）で、実施しなかったのは 56所属（26.7％）であった。  
平成 28年度中に講習を実施していない理由（複数回答）は「過去に受講したことが

ある職員が在籍しているため」が 37所属で最も多く、続いて「業務の都合上、機会を

確保できなかったため」が 21所属、「受講希望者がいなかったため」が 12所属などで

あった。 

 

表６－２ 平成 28年度中のＡＥＤを使用した心肺蘇生の講習実施状況 

（単位：所属） 

区分 所属数 割合 

実施あり 154 73.3% 

実施なし  56 26.7% 

計 210 100.0% 

※職場を通じて１人でも受講した所属については「実施あり」に計上した。 

県立病院及び県警本部を除く。 

 

表６－３ 平成 28年度中にＡＥＤを使用した心肺蘇生の講習を実施していない理由（複数回答） 

（単位：所属） 

区分 所属数 

過去に受講したことがある職員が在籍しているため 37 

業務の都合上、機会を確保できなかったため 21 

受講希望者がいなかったため 12 

講習の必要性について認識していなかったため 4 

ＡＥＤが設置されておらず、必要性が低いため 3 

職員数や来所者が少ないなど、必要性が低いため 3 

庁舎警備員等がＡＥＤを操作することとしているため 1 

その他 8 

計 56 

※県立病院及び県警本部を除く。 

 複数回答であるため計は一致しない。 
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７ ＡＥＤの使用実績について 

  ＡＥＤの使用実績について報告があったのは、６件であった。 

  これらは記録の残っているものに限られ、過去の使用実績の全てを網羅しているも

のではなく、ＡＥＤの使用が必要な状態であったか、また、使用によって救命に至っ

たかも求めていない。 

  なお、実地調査の中では、庁舎内や施設内で傷病者が発生し、ＡＥＤを持って駆け

つけたが、使用することなく意識を回復した事例があったとの回答があった。 

 
表７－１ ＡＥＤの使用実績 

 施設名 時期 傷病者 使用者 

１ Ａ県立学校 平成 22年 生徒 教職員 

２ Ｂ県立学校 平成 27年 生徒 教職員及び保護者 

３ Ｃ県立学校 平成 28年 生徒 教職員 

４ Ｄ県立学校 平成 28年 生徒 教職員 

５ Ｅ県立学校 平成 28年 生徒 教職員 

６ Ａ警察署 平成 29年 来署者 署員 

※消防学校及び県立病院に係るものを除く。 
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第３ 意見 

 「第２ 監査の結果」で述べたとおり、県の機関におけるＡＥＤの設置や管理の現状等

について把握・検証を行ったところ、ＡＥＤの設置を義務付ける法律や県としての統一的

な基準等がなく、それぞれの庁舎管理者等の判断で設置や管理が行われていることから、

複数の課題が明らかとなった。 

 

 以下、今回の監査の結果を踏まえ、総括して意見を述べる。 

 

１ ＡＥＤの設置について 

⑴ ＡＥＤの効果的な設置について 

監査においては、「ガイドライン」で設置を推奨している、比較的規模の大きな公共

施設や県立学校などには、少なくとも１台のＡＥＤが設置されていることが確認でき

た。 

一方、ＡＥＤは心室細動を起こした者に対する救命措置であり、装着までの時間を

できるだけ短縮する必要があることから、規模の大きな施設においては、現状の設置

台数が適切であるかについても検討する必要がある。 

また、ＡＥＤが未設置の所属の中には、設置を希望している所属もあり、全てに設

置されていない状況があった。中には、鳥インフルエンザ発生時の防疫作業など、突

発的に多くの職員等が屋外で作業する際に、持ち運び用のＡＥＤが必要であるとの回

答もあったことから、ＡＥＤの設置に当たっては、そのニーズを調査し必要性を判断

した上で、効果的かつ効率的な視点から検討していく必要がある。 

 

⑵ 調達方法等について 

  現在、設置されているＡＥＤのほとんどが、リース又は購入により調達されてい

る。また、その方法も、本庁による一括調達や独自調達と異なっていることから、

価格についても相当な差が生じている。 

  機器の設置や更新に際し、調達・管理に係る職員の負担や経費を軽減し、スケー

ルメリットを生かすような調達（例：パソコンの一括導入）を検討する必要がある。 

 

２ ＡＥＤの管理等について 

⑴ 日常点検について 

日常点検は、管理の不備によって性能を発揮できないなど「いざという時、使えな

い」事態を防ぐために欠かせないものであり、「平成 21年厚生労働省通知」では、日

常点検の担当者（ＡＥＤの使用に関する講習を受講した者が望ましい）を配置し、一

日一回の日常点検を実施した上で、記録することを求めている。 

監査においては、これらの日常点検が十分に実施されていない事例が多数見受けら

れた。  



- 20 - 
 

各所属や施設においては、点検担当者を配置し、一日一回の日常点検を実施した上

で、記録する必要がある。 

なお、日常点検の結果を記録していた所属の中には、ＡＥＤ製造業者から提供され

た記録用紙を活用したり、日誌の中にＡＥＤの点検記録の項目を設けるなどの工夫を

している例があった。 

 

⑵ 消耗品の管理について 

消耗品の耐用年数については、概ね電極パッドが２年、バッテリが４年であること

が確認された。 

ＡＥＤ本体の耐用年数（５年又は７年）の期間内に消耗品を交換する必要が生じる

が、監査においては、電極パッドやバッテリの交換時期を記載した表示ラベルの取り

付けがなされていないものが見受けられた。 

「平成 21年厚生労働省通知」に基づき、消耗品の交換時期を記載した表示ラベルを、

外部から容易に確認できるようＡＥＤ本体又は収納ケース等に取り付け、交換時期を

日頃から把握し、交換を適切に実施する必要がある。 

 

３ ＡＥＤ設置施設の表示や情報提供について 

⑴ ＡＥＤ設置施設の表示について 

緊急の場合にＡＥＤを用いた救護活動を円滑に行うため 

には、ＡＥＤ設置施設であることや、施設内の配置場所等 

を適切に表示しておく必要がある。 

監査においては、ＡＥＤ設置施設の表示については、船 

舶など特定の者しか利用しない施設を除き、施設の入口等 

に右に記したようなマークが掲示されていることが確認さ 

れた。中には、ＡＥＤが施設内のどこに配置されているか、分  

分かりにくい施設もあった。 

ＡＥＤ設置施設の表示は、来庁者や施設利用者の目につ 

きやすい場所に行うとともに、施設内のＡＥＤの配置場所 

を、案内板等により、分かりやすく表示する必要がある。 

 

⑵ 「一般財団法人日本救急医療財団」への設置情報の登録・公開について 

「平成 21年厚生労働省通知」では、地域の住民や救急医療に関わる機関がＡＥＤの 

設置場所を把握し、必要な時に迅速に使用できるよう、ＡＥＤの設置場所に関する情

報を「一般財団法人日本救急医療財団」へ登録するよう求めている。 

監査においては、財団へ設置情報を登録・公開していないものや、登録していても

数年にわたり情報を更新していないものなどが多数見受けられた。 

登録されたＡＥＤの設置情報は、同財団のホームページで公開されるので、県の機

関に設置されているＡＥＤについては、設置情報の登録・公開及び最新の情報（消耗

品の交換等も含む。）への更新を適期に実施する必要がある。 



- 21 - 
 

⑶ 施設間の連携について 

総合文化公園や総合運動公園は、広大な敷地を有し同一敷地内に複数の施設が設け

られており、それぞれの施設管理者がＡＥＤを設置管理しているが、連携が十分とは

言えないため、施設利用者から見ると、園内のＡＥＤの設置場所が分かりにくい状況

があった。  
このため、各施設の管理者が緊密に連携し、ＡＥＤの設置場所、利用可能時間及び

緊急時の連絡先等が一見して利用者に分かるような表示を工夫する必要がある。  
 
⑷ その他の情報提供について 

その他の情報提供として、ホームページ上に、庁舎内や施設内のＡＥＤの設置状況

や設置場所を掲載しておくことも重要である。  
中には、ホームページ上に、緊急時に近隣へＡＥＤを貸し出す旨を掲載している所

属もあったので、緊急時の地域住民への貸し出し等について情報提供することも望ま

れる。  
 

４ ＡＥＤを使用した心肺蘇生の講習について 

「平成 16年厚生労働省通知」では、一般市民を対象とした講習について、概ね２年

の間隔で定期的な再講習が望ましいとされている。 

監査においては、過去２年以内にＡＥＤを使用した心肺蘇生の講習を受けた県職員

は、全体では４割程度であったが、知事部局等においては２割程度にとどまっていた。 

一方、実地調査の対象とした指定管理者制度導入施設においては、委託先の全職員

が受講しており、中には、応急手当普及員などの使用に係る講習を実施できる資格を

取得している者もいた。 

所属においては、職員が県民の模範となり、緊急時にＡＥＤを操作し適切な救命措

置ができるよう、定期的な講習の機会を設けるなど、職員が受講しやすい環境を整備

する必要がある。 

なお、受講しやすい環境整備の一例として、自治学院が実施する新規採用職員研修

内での取組があった。 

 

５ ＡＥＤの設置基準等について 

県有施設のＡＥＤの設置や管理、表示及び講習等は、県としての基準や方針等がな

いため、それぞれの庁舎管理者等や所属の判断で行われてきており、必ずしも十分で

あるとは言えない状況にあった。  
このことから、ＡＥＤの計画的な設置や更新、調達や管理、職員のＡＥＤを使用し

た心肺蘇生の講習の受講促進について、それぞれ担当部署を定めた上で、県として取

り組む統一的な設置基準や方針を示すとともに、一元的な管理や指導を行うことがで

きる体制を整備し、実行していくことが急務である。  
なお、他自治体においては、ＡＥＤの普及等を促進するための条例の制定（平成 25

年茨城県、平成 28 年千葉県）や、一定規模以上の建物等についてＡＥＤなど救急資
器材の整備を条例で義務付ける（平成 21 年横浜市）といった事例がある。  
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６ おわりに 

「平成 29年版救急・救助の現況（消防庁）」によると、本県の救急通報を受けてか

ら救急車で現場に到着するまでにかかった時間は、全国ワースト２位の 9.6分となっ

ている。同現況によると、ＡＥＤを用いた除細動が必要な場合、救急隊が心肺蘇生を

開始するまでに５分を超えると、傷病者の１か月後の生存率及び社会復帰率は、低下

傾向を示すことから、応急手当が適切に実施されればより高い救命効果が期待できる。 

また、本県は、「スポーツランドみやざき」づくりを積極的に推進し、毎年、多くの

プロ・アマチュアのスポーツチームに合宿・キャンプ地として利用されている。 

今後、2020年には東京オリンピック・パラリンピックの開催、さらに 2026年には

本県での国民体育大会・全国障害者スポーツ大会の開催を控えているなど、アスリー

トや観光客の増加が期待されている。 

このような中、県民をはじめ、スポーツ施設の利用者や観光客などの安全・安心を

確保するための手段の一つとして、ＡＥＤが適切に設置され、緊急時に誰もが救命措

置を行えることが重要である。 

ＡＥＤがあれば尊い命が救われることもあることから、県が率先垂範して、県有施

設への設置・管理等の基準や方針を示す必要がある。その上で、市町村等と連携し、

県民や事業者に対しても、ＡＥＤの必要性を普及・啓発することで設置を促し、安全

で安心できる社会づくりの一助としていただきたい。  



【別表】県の機関における自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の設置状況について

１　庁舎管理者等 （単位：台）

部局名等 設置台数 備考

総合政策部 消費生活センター 1

本館 1

１号館 1

３号館 1

６号館 1

７号館 1

８号館 1

９号館 1

10号館 1

危機管理局消防保安課 1

宮崎総合庁舎 1

日南総合庁舎 1

都城総合庁舎 1

小林総合庁舎 1

高鍋総合庁舎 1

日向総合庁舎 1

延岡総合庁舎 1

西臼杵支庁 1

消防学校 1

中央福祉こどもセンター 1

南部福祉こどもセンター 1

北部福祉こどもセンター 1

中央保健所 1

日南保健所 1

都城保健所 1

小林保健所 1

高鍋保健所 1

日向保健所 1

延岡保健所 1

高千穂保健所 1

県立こども療育センター 1

県立みやざき学園 1

林業技術センター 1

木材利用技術センター 1

工業技術センター 1

県立産業技術専門校 1

県立産業技術専門校高鍋校 1

総合農業試験場 1

総合農業試験場畑作園芸支場 1

県立農業大学校 1

県立高等水産研修所 1

畜産試験場 1

水産試験場 1調査船用

串間土木事務所 1

西都土木事務所 1

中部港湾事務所 2

油津港湾事務所 1

北部港湾事務所 1

福祉保健部

環境森林部

農政水産部

商工観光労働部

設置場所

総務部

県土整備部
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（単位：台）

部局名等 設置台数 備考

企業局 6うち５台は持ち運び用

北部管理事務所 1

県議会事務局 議会棟 1

教育研修センター 1

県立図書館 1

宮崎県総合博物館 1

県立美術館 1

県立西都原考古博物館 2

宮崎県埋蔵文化財センター 1

県立学校 宮崎大宮高等学校 2

宮崎東高等学校 3

宮崎工業高等学校 3

宮崎商業高等学校 1

宮崎農業高等学校 2

宮崎南高等学校 1

宮崎海洋高等学校 3うち１台は実習船用

宮崎西高等学校 2

宮崎北高等学校 3

佐土原高等学校 1

本庄高等学校 2

日南高等学校 2

日南振徳高等学校 2

福島高等学校 2

都城泉ヶ丘高等学校 1

都城農業高等学校 4

都城商業高等学校 2

都城工業高等学校 1

都城西高等学校 2

高城高等学校 2

小林高等学校 2

小林秀峰高等学校 3

飯野高等学校 2

妻高等学校 2

西都商業高等学校 3

高鍋高等学校 1

高鍋農業高等学校 3

都農高等学校 2

延岡高等学校 1

延岡青朋高等学校 2

延岡工業高等学校 2

延岡商業高等学校 3

延岡星雲高等学校 2

富島高等学校 2

日向工業高等学校 2

日向高等学校 1

門川高等学校 1

高千穂高等学校 3

五ケ瀬中等教育学校 5

明星視覚支援学校 3

企業局

教育庁

設置場所
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（単位：台）

部局名等 設置台数 備考

県立学校 都城さくら聴覚支援学校 3

みやざき中央支援学校 2

赤江まつばら支援学校 2

みなみのかぜ支援学校 2

日南くろしお支援学校 2

都城きりしま支援学校 2

都城きりしま支援学校小林校 3

日向ひまわり支援学校 2

児湯るぴなす支援学校 2

清武せいりゅう支援学校 2

延岡しろやま支援学校 3

延岡しろやま支援学校高千穂校 1

宮崎県警察本部 1

総合自動車運転免許センター 1

都城運転免許センター 1

延岡運転免許センター 1

高速道路交通警察隊（宮崎本隊） 1

高速道路交通警察隊（えびの） 1

交通機動隊 1

警察学校 1

宮崎北警察署 2

宮崎南警察署 1

日南警察署 1

串間警察署 1

都城警察署 1

小林警察署 1

えびの警察署 1

高岡警察署 1

西都警察署 1

西都警察署上三財駐在所 1

高鍋警察署 1

日向警察署 1

延岡警察署 1

高千穂警察署 1

県立宮崎病院 17

県立日南病院 6

県立延岡病院 2

224計

県警本部

県立病院

設置場所
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２　指定管理者制度導入施設 （単位：台）

部局名 設置台数 備考

総合政策部 県立芸術劇場 1

総務部 宮崎県東京ビル 1

1

宮崎県青島青少年自然の家 1

宮崎県むかばき青少年自然の家 1

宮崎県御池青少年自然の家 1

環境森林部  宮崎県ひなもり台県民ふれあいの森 1

県営国民宿舎えびの高原荘 1

県営国民宿舎高千穂荘 1

農政水産部 2

宮崎県建設技術センター 1

2

県立青島亜熱帯植物園 1

県立平和台公園 1

宮崎県総合文化公園 1

企業局 1

宮崎県体育館 2

宮崎県ライフル射撃競技場 1

体育館 1

武道館 3

サンマリンスタジアム宮崎 1

木の花ドーム 1

公園受付 4うち３台は貸出用

水泳場 1

陸上競技場 1

ひむか球場 1

テニスコート運営棟 1

自転車競技場事務所 1

36

※
１

※
１

※

計

１　平成29年３月31日現在で設置されていたものを対象とした(ただし、平成29年10月１日
　現在で設置されていなかったものは除いた。)。

２　職員や施設利用者などの一般市民の使用を目的とするものを対象とし、医療機関や消
　防機関で業務上使用するもの（医師、看護師及び救急救命士の使用を目的とするものや
　教育訓練に使用するもの）は対象としなかった。

３　県費及び寄付により調達されたものを対象とし、ＰＴＡ会計等の私費により設置され
　たものは対象としなかった。

県土整備部

宮崎県サンビーチ一ツ葉・宮崎港マリーナ施設

 一ツ瀬川県民スポーツレクリエーション施設

教育庁

宮
崎
県
総
合
運
動
公
園

有
料
公
園
施
設

設置場所

宮崎県福祉総合センター・県立母子父子福祉センター

商工観光労働部

県立農業大学校・宮崎県農業科学公園

福祉保健部
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【参考】関係通知等（抜粋）

  ○ 「非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用について」

　　　（平成16年７月１日付け厚生労働省医政局長通知）

  ○  「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について」

　　　（平成21年４月16日付け厚生労働省医政局長・医薬食品局長通知）

  ○　「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライン」

　　　（平成25年９月27日公表。一般財団法人日本救急医療財団作成）
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（参考） 
【改正後全文】  

医政発第0701001号 
平 成 16年 7月 1日 
医政発0921第11号 
平成 24年 9月 21日 

最 終 改 正  医政発0927第10号 
平成 25年 9月 27日 

 
各都道府県知事 殿  
 

厚生労働省医政局長  
 
 

非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用について  
 
 
 

 救急医療、特に病院前救護の充実強化のための医師並びに看護師及び救急救命士（以
下「有資格者」という。）以外の者による自動体外式除細動器（Automated External 
Defibrillators。以下「ＡＥＤ」という。）の使用に関しては、平成15年11月から、
「非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用のあり方検討会」を開催
し、救急蘇生の観点からみた非医療従事者によるＡＥＤの使用条件のあり方等につい
て検討してきたところ、このほど別添のとおり報告書（以下「報告書」という。）が
取りまとめられた。  

非医療従事者によるＡＥＤの使用については、報告書を踏まえ取扱うものであるの
で、貴職におかれてはその内容について了知いただくとともに、当面、下記の点に留
意いただき、管内の市町村（特別区を含む。）、関係機関、関係団体に周知するとと
もに、特にＡＥＤの使用に関し、職域や教育現場で実施される講習も含め、多様な実
施主体により対象者の特性を踏まえた講習が実施される等により、ＡＥＤの使用に関
する理解が国民各層に幅広く行き渡るよう取り組みいただくほか、非医療従事者がＡ
ＥＤを使用した場合の効果について、救急搬送に係る事後検証の仕組みの中で的確に
把握し、検証するよう努めていただくようお願いする。 

  
 

記 
 
 
 

１ ＡＥＤを用いた除細動の医行為該当性  
 心室細動及び無脈性心室頻拍による心停止者（以下「心停止者」という。）に対す
るＡＥＤの使用については、医行為に該当するものであり、医師でない者が反復継続
する意思をもって行えば、基本的には医師法（昭和23年法律第201号）第17条違反と
なるものであること。 
 

２ 非医療従事者によるＡＥＤの使用について  
 救命の現場に居合わせた一般市民（報告書第３の３の（４）「講習対象者の活動領
域等に応じた講習内容の創意工夫」にいう「業務の内容や活動領域の性格から一定の
頻度で心停止者に対し応急の対応をすることが期待・想定されている者」に該当しな
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い者をいうものとする。以下同じ。）がＡＥＤを用いることには、一般的に反復継続
性が認められず、同条違反にはならないものと考えられること。  
 一方、業務の内容や活動領域の性格から一定の頻度で心停止者に対し応急の対応を
することが期待、想定されている者については、平成15年9月12日構造改革特区推進
本部の決定として示された、非医療従事者がＡＥＤを用いても医師法違反とならない
ものとされるための４つの条件、すなわち、  

 ① 医師等を探す努力をしても見つからない等、医師等による速やかな対応を得るこ
とが困難であること  

 ② 使用者が、対象者の意識、呼吸がないことを確認していること  
 ③ 使用者が、ＡＥＤ使用に必要な講習を受けていること  
 ④ 使用されるＡＥＤが医療用具として薬事法上の承認を得ていること  
については、報告書第２に示す考え方に沿って、報告書第３の通り具体化されたもの
であり、これによるものとすること。  
 

３ 一般市民を対象とした講習  
 ＡＥＤの使用に関する講習については、救命の現場に居合わせてＡＥＤを使用する
一般市民が心停止者の安全を確保した上で積極的に救命に取り組むため、その受講が
勧奨されるものであること。  

講習の内容及び時間数については、別添１によることが適当であること。 
なお、講習の実施に当たっては、受講する者に過度の負担を生じさせることなく、

より多くの国民にＡＥＤの使用を普及させる観点から、講師の人選、生徒数、実習に
用いるＡＥＤの数等を工夫の上、講義と実習を組み合わせることにより、概ね３時間
程度で、必要な内容について、効果的な知識・技能の修得に努めること。また、短時
間で習得することのできる入門講習も積極的に活用すること。  

 
４ 業務の内容や活動領域の性格から一定の頻度で心停止者に対し応急の対応をする 
 ことが期待・想定される者を対象に実施される講習 
  報告書第３の３の（４）において、「非医療従事者のうち、業務の内容や活動領域
の性格から一定の頻度で心停止者に対し応急の対応をすることが期待・想定される者
を対象に実施される講習」は、「その活動領域の特性や、実施の可能性の高さ、それ
までの基本的心肺蘇生処置の習得状況などに応じた適切な内容を盛り込んだ講習を
行うことが期待される」とされていることを踏まえて、その講習の内容について別添
２の通りとすること。特に、救急対応の義務のある業務に従事する者に対する講習は、
当該講習の内容を満たすものであること。  

 
５ 講師養成のための講習 

報告書第３の３の（２）において、自動体外式除細動器の使用に関する講習の講師 
について、「地方公共団体の消防担当部局や公的な団体が実施する一定の講習プログ 
ラムを修了した非医療従事者が、一般市民を対象とした基本的心肺蘇生処置の指導員
となり、これまでも講習のすそ野を広げることに貢献している実績に鑑み、自動体外
式除細動器の使用に関する教授法を含む指導教育プログラムを修了した者も講師と
して活用するべき」とされているほか、「公的な団体において、関係学会等の協力を
得て、講師養成のための指導教育プログラムを作成し、その普及を図ることが適当で
ある」とされていることを踏まえて、その講師養成のための講習の内容については、
別添３の通りとすること。また、当該講習の内容を修了した者も講師として活用する
もので あること。  
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６ 効果の検証  
 非医療従事者がＡＥＤを使用した場合の効果について、救急搬送に係る事後検証の
仕組みの中で、的確に把握し、検証するよう努めるものとし、その際、「メディカル
コントロール体制の充実強化について（平成15年3月26日付消防庁救急救助課長、厚
生労働省医政局指導課長通知）」により、庁内関係部局間の連携を密に、事後検証体
制の確立に引き続き努めること。  
 

７ その他  
（１） 別添２及び３の講習の内容及びその実施について、基本的心肺蘇生処置及び自

動体外式除細動器の使用に関し十分な知識・経験を有する医師による指導又は
助言を適宜得ること。 

 
（２） 講習内容は、各講習の受講者が身につけるべき最低限の内容であるので、当該

講習の内容について必要に応じて充実を図ることや、各団体等が実施している
応急手当等の講習内容に組み入れることについては、差し支えないものである
こと。 

  
（３） 事後検証の結果等を踏まえて、講習の内容やあり方について、関係学会等の協

力を得て、公的な団体で適宜見直していくものであること。 
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【講習内容】

大項目 小項目 到達目標
時間例
（分）

コースの概説 救命の連鎖(心停止の予防を含む)の重要性を理解する

救命の連鎖の重要性 通報により口頭指導が得られることを理解する

反応の確認、通報、呼吸の確認 反応の確認、早期通報、呼吸の確認（死戦期呼吸を含む）が実施できる 10

胸骨圧迫（心臓マッサージ） 有効な胸骨圧迫が実施できる 15

気道の確保と人工呼吸 気道の確保と人工呼吸が実施できる 15

シナリオに対応した心肺蘇生 シナリオに対応した心肺蘇生の実施ができる 10

休憩 15

ＡＥＤの使用方法（ビデオあるいはデモ） ＡＥＤの電源の入れ方とパッドの装着方法を理解する 10

指導者による使用方法の実際の呈示 ＡＥＤの使用方法と注意点を理解する 10

ＡＥＤの実技 シナリオに対応して、安全にＡＥＤを使用できる 35

180

○　効果的かつ質の高い実習を行うために、受講者と指導者の配置については１０：１以内が望ましいこと。

○　講習時間については、到達目標に達することを前提として教材・機材や指導者数により柔軟に対応すること。

講習時間計（例）

【留意事項】

○　講習対象者に応じたシナリオの作成等、講習内容の創意工夫をおこなうこと。

○　心肺蘇生とＡＥＤ使用方法のシナリオは小児（乳児を除く）への対応が包括されること。    

○　概ね２年の間隔で定期的な再講習が望ましいこと。

○　効果的かつ質の高い実習を行うために、受講者と用いる教材・機材等の配置については５：１以内が望ましいこと。

イントロダクション 15

心肺蘇生（実技）

AEDの使用（実技）

知識と実技の確認 シナリオを使用した知識と実技の確認 様々なシナリオに対応した心肺蘇生法やＡＥＤが実施できる 45

別添１（続き）

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を使用する非医療従事者（一般市民）に対する講習

【一般目標】

１　救命の連鎖と早期除細動の重要性を理解する

２　効果的な心肺蘇生が実施できる

３　正しくＡＥＤを作動させ、安全に使用できる

- 31 -



- 32 -



- 33 -



- 34 -



- 35 -



 

AED の適切な管理等の実施に係るＱ＆Ａ 

平成２１年４月１６日 

 

• 点検担当者の役割と配置について 

Q 1 AED の点検担当者は、どのようなことを行うのですか。 

A  一つめは、日常点検としてインジケータ（AED が正常かどうかを示すランプや

画面）により AED が使用可能な状態にあることを確認し、点検結果を記録に

残すことです。（日常点検については、Q7～Q13 をご参照下さい。） 

  二つめは、消耗品の管理として、AED に取り付けられている電極パッドやバ

ッテリの交換時期（使用期限等）を把握し、期限切れになる前に交換すること

です。（消耗品の管理については、Q20～Q24 をご参照下さい。） 

 

Q 2 点検担当者の人数の目安はありますか。また、設置者が点検担当者となるこ

とはできますか。 

A  AED が設置されている施設の規模や範囲、その台数等に応じて、点検を日

常的に、実施することが可能と考えられる人員を配置することが望ましいです。

また、点検担当者を当番制とし、複数人の配置を行なうことでも差し支えあり

ません。 

なお、設置台数等から考えて、設置者自らが点検を行うことが可能と判断さ

れる場合は、設置者が点検担当者となっても差し支えありません。 

 

Q 3 点検担当者に資格は必要ですか。 

A  設置者が上記の日常点検等を適切に実施できると認める方であれば、特に

資格は必要としません。しかし、AED の使用等に関する講習を受講しているこ

とが望ましいです。 

 1
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なお、設置者自らが点検担当者となる場合も同様です。 

 

Q 4 点検担当者の役割を委託することはできますか。 

A  AED の購入店や製造販売業者（以下「販売業者等」という。）と保守契約を結

ぶなどして委託してもかまいません。 

 

Q 5 病院内における AED についても、同様の取扱いですか。 

A  その通りです。医療機関や消防署等に設置される AED（一般の方が使用で

きる製品に限る。）も同様に表示ラベルを取り付けることとしています。また、

日常的なインジケータの確認や点検記録の保管についても同様です。 

 

Q 6 病院においても、点検担当者を配置する必要がありますか。 

A 一般の方が使用できる AED については、点検担当者を配置いただくことにな

りますが、医療機器安全管理責任者等が点検担当者となり、日常的な点検を

実施していただいくことで差し支えありません。 

なお、Q2 に述べたように、設置台数などにより、点検担当者として複数人を

配置することも可能です。 

 2
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• 日常点検について 

Q 7 なぜ、インジケータを確認しなければならないのですか。 

A  AED は自己診断機能を有しています。本体の機能チェックが自動的に行な

われ、問題を認めた場合には、インジケータのランプの色や画面の表示により

その異常を知らせてくれます。そのため、点検担当者がインジケータを確認し、

正常に使用可能な状態であることを点検する必要があります。 

万が一、インジケータが異常を示している場合には、取扱説明書に従って

対処し、必要に応じて販売業者等に点検や修理を依頼して下さい。 

 

Q 8 インジケータは、どのように確認すればよいですか。 

A  正常に使用可能な状態を示すインジケータのランプの色や画面の表示は、

製品により異なります。お手持ちの AED の添付文書や取扱説明書をご覧下さ

い。 

 

Q 9 インジケータの確認は、毎日、行わなければなりませんか。 

A  AED は本体にプログラムされた自己診断機能により、毎日、毎週、毎月のサ

イクルで機能チェックを行なっていますので、点検担当者は、取扱説明書に従

い日常的に、その結果を確認して下さい。 

ただし、設置された施設や事業所の休日などで、AED を使用しないことが明

らかな時には、点検を実施しなくても構いません。設置場所などを十分考慮の

上、適切に点検を行なって下さい。 

 3
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• 点検記録について 

Q 10 どのような内容を記録するのですか。 

A  日常点検の結果として、インジケータのランプの色や画面の表示等により使

用可能な状態であるか等を記載する（例えば、丸印を付けるなど）のみで十分

です。 

なお、電極パッドやバッテリの交換時期については、点検記録に記載する

必要はありませんが、常に時期を把握しておいて下さい。 

 

Q 11 点検記録には、決められた様式などがありますか。 

A  決められたものはありませんので、設置者又は点検担当者の方がご自身で

作成していただいて結構です。例えば、カレンダーに丸印を記入するのみでも

よいです。 

なお、販売業者等が点検記録表を提供しますので、それらをご活用いただく

ことも可能です。 

 

Q 12 点検記録は、どの程度保管しなければなりませんか。 

A  点検記録の保管期間については、とくに規定していません。AED を使用する

際、その AED が正常状態であったことがわかるように、直近の１ヶ月程度を目

安に記録を保管することが望ましいです。 

 

Q 13 家庭内での使用のみを目的にしていますが、点検記録の保管は必要ですか。 

A  家庭内でのみに使用するために AED を設置している場合には、点検記録の

保管は必ずしも必要ではありません。しかし、その使用目的から、日常点検は

適切に行う必要があります。 

 4
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• 表示ラベルについて 

Q 14 表示ラベルとは何ですか。 

A  点検担当者が電極パッドやバッテリの管理を円滑に行うために、必要な情報

（交換時期や使用期限等）が記載されたものです。AED 本体又は収納ボックス

等に、必ず取り付け又は貼り付けて下さい。 

なお、今後、新規に AED を購入した場合には、販売業者等により消耗品の

交換時期を記載した表示ラベルが取り付けられた状態で納品又は設置されま

す。 

 

Q 15 すでに設置されている AED にも表示ラベルが必要ですか。 

A  すべての AED に必要です。すでに設置されている AED については、販売業

者等が把握している販売先の記録に基づいて、購入者もしくは設置者宛に表

示ラベルと電極パッドやバッテリの交換時期に関する情報等が届けられます。

点検担当者は、表示ラベルに交換時期等の必要事項を書き込み、お手持ち

の AED に取り付け又は貼り付けて下さい。 

なお、表示ラベルは、準備が出来次第、提供されることとなっております。周

囲のAEDに表示ラベルが取り付けられた後も表示ラベルが提供されない場合

には、お手持ちの AED の販売業者等にお問い合わせ下さい。 

 

Q 16 表示ラベルの取付け位置はどこがよいのですか。 

A  通常設置された状態で表示ラベルに記載された電極パッドやバッテリの交

換時期等の情報が確認できるように、配慮する必要があります。とくに収納ボ

ックス内に設置している AED に表示ラベルを取り付ける場合には、ボックスの

扉を開けることなく、記載内容が確認できるように、取り付け位置に注意して

下さい。 

 5
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また、表示ラベルによりインジケータが隠れることのないように注意して下さ

い。詳しくは販売業者等にお問い合わせ下さい。 

 

Q 17 表示ラベルへの記入は、誰が行うのですか。 

A  電極パッドやバッテリを交換した際には、点検担当者が次の交換時期や使

用期限等を表示ラベルに記入して下さい。記入するための表示ラベルやシー

ルは、新たに購入した電極パッドやバッテリに添付されてきます。記入の仕方

等、ご不明な点については、販売業者などにお問い合わせになるか、製品の

ホームページをご参照下さい。 

 

Q 18 表示ラベルを紛失した場合、どのようにすればよいですか。 

A  お手持ちの AED の販売業者等にご連絡下さい。 

 

Q 19 表示ラベルが取付けられていない場合はありますか。 

A  AED の販売業者等と契約を結び、電極パッドやバッテリの管理を委託してい

る場合（Q4 参照）には、表示ラベルを取り付けていないことがあります。ただし、

その場合には表示ラベルのかわりに、「○○社が電極パッドやバッテリの管理

を行っています」などの表示がされています。 

 6
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• 消耗品（電極パッドやバッテリ）の管理について 

Q 20  電極パッドやバッテリはどのくらいの期間で交換が必要ですか。 

A  電極パッドやバッテリの使用期間は製品によって異なりますので、お手持ち

の AED の添付文書や取扱説明書でご確認いただくか、販売業者等にお問い

合わせ下さい。 

 

Q 21  使用していない電極パッドでも、交換時期が来たら必ず交換する必要がある

のですか。 

A  使用期限を過ぎると身体に貼る電極パッドの変質や接着面の乾燥が起こる

ことがあります。そのような電極パッドを使用して電気ショックを行うと、パッド

貼付部を火傷したり、十分な電気ショックが与えられない又は身体に貼ること

ができない可能性もあります。交換時期が来たら、新しい電極パッドへの交換

が必要です。 

 

Q 22  他社の電極パッドを使用することはできるのですか。 

A  お手持ち AED に指定された電極パッドを使用して下さい。指定品以外のもの

を使用すると、動作不良を起こしたり、AED 本来の性能を発揮できない可能性

があります。 

 

Q 23 AED を一度も使用していませんが、バッテリは交換時期が来たら必ず交換す

るのですか。 

A  日常点検の項（Q 7）で述べたように、AEDは自己診断機能を有していますの

で、常に一定の電力を消費しています。救命処置に使用しなくともバッテリは

消耗しますので、交換することが必要です。 

 7
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Q 24 設置環境や使用状況によってバッテリの使用期間が異なるとのことですが、ど

のような状況で変化が生じるのですか。 

A  一般的にバッテリは周囲の温度が高い状態で消耗が早いとされています。

また、AED 講習などのために AED 本体のフタを開けたり、救命処置のために

除細動を行ったりすると、バッテリの寿命は短くなります。 

 

 8

- 43 -



 

• その他 

Q 25 AED の設置情報は、登録しなければならないのですか。 

A  AED は救命のために重要な医療機器です。地域の住民や救急医療に携わ

る機関などが、あらかじめ設置されている AED の場所を把握していると、必要

な時に迅速に対応できます。 

また、AED の不具合などにより販売業者等から製品に関するリコール等の

重要なお知らせが提供されることもあります。設置情報を登録していれば確実

かつ迅速に情報を受け取ることが可能となりますので、ご登録ください。 

なお、AED を家庭や事業所内に設置している場合等には、AED の設置場所

に関する情報を非公開とすることが可能です。 

登録の方法については、販売業者等にお問い合わせ下さい。 

 

Q 26 購入した AED を授与又は寄贈することはできますか。 

A  原則、AED を第三者に販売又は授与することはできません。なぜなら、授与

を行ったために設置場所がわからなくなると、前述したリコール等の重要な情

報を提供することができなくなるなどの可能性があります。授与する必要が生

じた場合等は、必ず、あらかじめ販売業者等にご連絡下さい。 

   なお、薬事法により販売業の許可を得ていない者は、業としての販売や授与

は禁じられております。 
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